




〔1〕 は じ め に
本稿 の 目的は,ま ず,ソ ビエ ト国民経済で採 用 され る減価償却規程 の解 明を
とお して ソビエ ト減価償却制度の実態を考察 し,つ いで,規 程 に従った個 々の
社会主義企業 におけ る減価償 却会計手続の内容を考察す ることにあ る。
お よそ,会 計制度 は歴 史 の一定時期の産物 であ るが,同 時に,社 会 の歴史的
社会的諸条件 の変化 と ともに変遷す る。 この点,ソ ビエ トの減価償 却制度 も例
外ではない。 ソビエ トにおいては減価償却制度は,10月社会主義革命か ら約60
年 に近い歴 史の社会主義建設 の過程でい くたの変遷 をた どってきたが,現 在の
ソビエ ト減価償却制度 の基礎は,1955年か らの大論争の成 果をふ まえて制定 さ
れ1963年か ら導 入され た 「ソ連邦 国民経済の固定 フ ォン ドの減価償却控除率」
とともに確i立した とい ってさしつか えな いt1)。1963年に確立をみた減価償却制
度は,1962年4月3日に,ソ 連 邦 ゴスプラン,ソ 連邦国家経済委 員会,ソ 連邦
建設事業国家委 員会,ソ 連邦 財務 省,ソ 連邦中央統計局お よび ソ連邦 ゴスバ ン
クによって承認 され た 「国民経済における減価償却控除の計画化,算 定お よび
利用の方法 に関す る規程」(以下たんに 「規程」とい う)で法的に規制 さ れ て い
る。そ こでまず,こ の 「規程」を逐条的に考察 す ることに よって ソビエ ト国民
経済 レベルにおけ る減 価償却制度をみ ることにし,つ いで,「規程」 に従 っ て
個 々の社会主義企業 レベルにおいて どの よ うな減価償却会計手続を実 施す るか
を考察 してい くことに したい。
(1)この点については,拙 著 「ソビエ ト減価償却論争J(1968年)を参照されたい。
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〔D国 民経済レベルの減価償却制度
まず,1963年か ら1974年まで採 用 され て い た 「規 程」 を考 察 し よ う(1}。
(A)減 価償却計算の一般原則(2}
減価償却計算 は固定 フォン ド(固定資産)に 対してな さ れ る。そ こで,償 却
資産が明確に規定 されね ばならない。「規程」は,減 価償却計 算の客体 は 企業
お よび経済組織の固定 フ ォン ドであ ると規定 し,物 的生産分野 と非生産的分野
において長期にわ たって現物形態 で運営 され てい る物的 ・物 質的価値物 の総体
が償 却資産 とされ てい る。 よって,具 体的には,国 民経済に現存す る建物,構
築物,伝 達装 置,作 業機,動 力機,設 備,測 定調節器具 と装 置,運 送手段 ,器
ニし
具,生 産用備品,事 務用備品,付 属 品,使 役家畜,多 年生植物,そ の他 の労働
手段 が償却資産 となる(1条㌔ しか し,減 価償却の対象 とな らない固定 フォン
ドが あ る。
減価償却計算がな されない固定 フォン ドはつ ぎの もの で あ る。a)畜産家
畜,去 勢 した雄 牛,鹿,禽 鳥,養蜂 。b)図書館 フォン ド。c)地方勤労者代議 員
ソビエ ト執行委員会所属 の市管轄構築物お よび 自動車道路 。d)ソ連邦閣僚会
議,加 盟 ・自治共和国の閣僚会議 お よび地 方勤労者代 議員 ソビエ トの決議に
よって償却 中止 とな った固定 フ ォン ド。e)予算施設 の固定 フ ォン ド(2条)。
また,ソ ビエ ト会計実践におい て固定 フ ォン ドから除外 され てい る客 体は
減価償却計算の対象 とはならな い。
固定 フ ォン ドでな く,減 価償却計算の対象 とな らない客体はつ ぎの もので
あ る・a)価値 とは関係な く1年 以 内で費 消 され る客体。b)50ルー ブ ル 以 内
の客体で ソフナルホーズ,省 お よび官庁 に よって決定 され た価値 以 下 の 客
体。ただ し,価 値 に関係な く固定 フ ォン ドとされ てい る農業 用機械 と用具は
除 く。c)価値に関係な く特別の器 具 と設備 。d)若い家畜 と肥 育中の家 畜。e)
価値 と耐用 命数 に関係な く特別 の衣裳 と寝具。 ただ し,ホ テルの固定 フォン
ドの構成にはい っている寝具は除 く。◎流動 フォン ドとしてみ な さ れ,建
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設,修 繕,補 充のために利用 され る個 々の建設構造物 と部品,機 械 ・設備 ・
車輔の部分品 。g)調達 ・補給 ・販売 の企業 と組織の倉庫で完成 品 として存在
してい る設備 と機械 。h)限定 された建設雑費に よ ってつ くられた一時的な無
名の建物 と設備。i)基本建設 バランスに計上 され組立は完 了したが,運 営 さ
れていない機械 と設 備。j)養樹中であ る多年 生植物(3条)。
以上のことか ら,ソ ビエ ト国民経済 におけ る償却資産は,第2条 で規定 され
た予算施設におけ る固定 フ ォン ドな どと第3条 で規定 され た固走 フ ォン ドか ら
除 外 され た客体を除 いて,'原則 として企業 と組織 にあ る固定 フ ォン ドとい うこ
とにな る。
ところで,1963年1月1目か ら採用 され る ことにな った償却 率は,周 知 のよ
うに,固 定 フォン ドの個 々の種類 ・グルー プ別に差別化 され た差別 償却率 であ
り,そ れは 「ソ連 邦国民経済の固定 フ ォン ドの減価償却控除率」一 覧 表(以 下
たんに 「一覧表」という)に表示 され,一 覧 表は企業 と組織におけ る減価 償 却計
算 の実施 にさい して活用 され る13}。「規程」は 「一覧表」を利用 す る場合,企 業
と組織が配慮すべ き事項 を若干指摘している。
指摘 されてい る事項 はつ ぎの よ うな ものであ る。 「一覧表」に表示 さ れ た
償却率はすべての企業 と組織に とって単一であ り,償 却率 を一層差別化す る
ことはで きない(4条)。`
建物の償却率は生産的建物,非 生産 的建物 そ して住宅 とに区分 され て設定
さ ㌦てい る。 この場合,生 産的建物 とは基本職場 と補助職場 の建物,生 産的
機能を遂行 してい る工場,ガ レージ,機 関車庫 と車輔庫,変 電所等であ り,
非生産的建物 とは工場管理部,管 理 局,倉 庫,販 売部な どの建物,文 化 ・生
活使途 の建物お よびそ の他 の非生産的建物(劇場,ク ラブ,学校,病院,サナ ト
リウム,ホテル,図書館)で ある(5条)。建物 が生産的に も非生産的 にも利用
され ている場合 には,建 物 面積の50%以上が生産 目的に利用 されている と,
その建物 は生産的建物 とみなす(6条)。
作業機 と設備の一部(整 理番号419-445)の償却率 は,工 業の特定部 門に と
っての機械 と設 備の償却率 として 「一覧表」 に表示 され てい るが,国 民径済
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の他 の部門に もそれは適用 され る(7条)。
償却率は個 々の生産 の特徴,設 備の運 営方式,自 然や環境 の条件に従 って
適切な修 正係数 に よって修正す ることがで きる。原 則 として,操 業度に もと
つ く修正係数 は大 修繕用償却率 のみに適用 され る(8条)。
企業 と組織 のバ ランスに計上 されてい るが予備 として所有 してい る運送 手
段 と設備に対 しては,更 新用償却 のみな され る(9条)。
住宅 につい ては減価償却控除 は大修繕 のみな され る(10条)。
周知 の よ うに,ソ ビエ トでは個 々の種類 ・グループ別に差別化 され た減価償
却控除率 は,更 薪用(完 全な再生)償 却率 と大修 繕用(部 分的再生)償 却 率 とそ
れ ぞれ別個に設定 されてV:る(11条)。そのさい 「規程」 は と くに大修繕 の概念
を明記 してい る。
大修繕 の規定はつ ぎの よ うである6機 械 と設備の大修繕 とは,機 械 ・設備
の分解,磨 損 部品 と組部品の取替 えまたは再生,1年 以上の定期性を もって
実 施 され る基本部品の修繕 をい う。 自動車の大修繕は,モ ー ター,傾 斜式 自
動荷卸 装置 な どの修繕を さし,40,000～50,000キロメー トルの走行距離後に
実施 され る修繕 であ る(12条)。建物 と構築物 の大修繕 は,磨 損 した構造部分
の取 替えあ るいは修繕 に よって客体が よ り経済的に改善 され た運営が可能 と
な る修繕(基本構造部分一土台,壁 など一の完全な取替えによって耐用命数が従来よ
りも延長 となる修繕を除く)をい う(13条)。
なお,大 修繕 と同時 に実施 され る設備 と車輔の近代 化の費用 は,大 修繕用 償
却 率に考慮 され る。 しか し,企 業 ・職場あ るいは個 々の客体 の再建に さい して
実 施 され る設備 の近代化 の費用は,固 定 フ ォン ドの再建 の費用 と同様に,大 修
繕 用償却率に考慮 されない で,投 資あ るいは銀行信用 な どに よって賄われ る。
また,大 修繕用償却率 には1年 以上 の定期性を もって実施 され,1963年以前に
は経常 費 として処理 され ていた中修繕 の費用 が考慮 され る 〈ただし,電車の中修
結 の費用は大修繕率に含まれない〉(14条)。
ソビエ トでは,減 価償却 控除率 は原 則 としてこれ まで固定 ブ ォン ドの 価 額
く価旬 に対す る百分率に よって設定 され てきてお り,こ のことは 現在 も 変
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わ らない。 この点 について,「規程」 で は,原 則 と し て,償 却率は1960年1月、
1日に実施 された再評価の資料 に よるフォン ド価 値を しめ した固定 フ ォン ドの
バ ランス価額 に対す る百分率で設定 され,1960年1月1目以後 に導入 され た フ
ォン ドについ てはその取得価額に対する百分率で設定 され ると規定 し て い る
(15条)。
15条の規定 を うけ て ソビエ トでは更新用 と大修繕用 とを含んだ総償却率は
つ ぎの公式 でしめ され るこ とにな る(%
H・一("C+K鴇 一ル100
Ha……年度減価償却控除率(%)
「IC… 当該客 体の取 得価額
KP……全耐用期間中の大修繕価額
M… …全耐用期間 中の近代 化価額(設 備と運送手段のみに適用)
JI… 残存 ・処分価額
T…… 当該客体の耐用期間
しか しこの場合,例 外が ある。 鉱業(石 炭業,ス レー ト業,採 鉱業,貴金属採取
業,砂 ・粘土採取業)の 部門における固定 フ ォン ドで,し か も耐用命数が鉱物 の
貯蔵 量に依存 し,鉱 物の貯蔵量 の枯渇後 に大修繕な しには他の 目的 に利用 しえ
ない固定 フ ォン ドについ ては,更 新用償 却率 は採取鉱物 の トン当た りに対す る
ル ーブル とい う特別形式で毎年企業に よって設定 され,ソ フナ ルホーズ,省,
官庁,州(地 方)勤 労者代表 ソビエ ト執行委 員会に よって承認を うけ る。また.
自動車(消 防自動車,救急医療車,起重機付自動車など特殊自動車を除いて)に つ い
ては,大 修繕用償却率 は走行距離1,000キロメー トルあた りの車輌価額に 対 す
る百分率 で設定 され,更 新用償却率は耐用命数に従 って設定 され る。 さらに,
電 車(特別使途の車輌を除いて)と トロ リーバスにつ いては,大 修繕用 償 却率は
走行距離10,000キロメー トルあた りの車輔価額に対す る百分率で設定 され るの
である(16条)。'
ところで,計 算 され た減価償却控除は,の ちにみるよ うに,「規程」 に従 ・)
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て管理 利用 され る。 しか し,例 外 として,貨 車 と コンテナーについ ての 減価
償却控除は交 通省に よって中央集 中的に計算 され て管理利用 され(17条),消費
協 同組合においては,減 価償却控除の管理 と利用 は全 ソ消費組合 中央連合 の権
限 で認めた 「投 資 と大修繕 の融資基金 に関す る規程」 に従 うとされて い る(18
条)。
しば しば論 議の対象 とな る除却損の処理 につい ては.「規程」 は,住 宅 を 除
き,ま た,新 技術 の導 入計画に応 じた設備 の取替 えの場 合を除い て,未 償却 固
定 フ ォン ドの除却損を,定 款基金 の減 少に関連づけていた これ までの方法 と異
な って,1963年か らは企業 と組織 の経済 活動 の結果 に関連 づけ るよ うに規定 し
た(19条)。
なお,減 価償却計算に さい して,も し該 当す る固定 フ ォン ドが 「一 覧表」 に
ない場合には,類 似 の固定 フ ォン ドめ償却 率を採用す る。類似の固定 フ ォン ド
もな く,ま た,新 しい固定 フ ォン ドであ る時 には,ソ フナルホ ーズ,省,官 庁
が 当該 の償却率案を作成 し,ソ 連邦 ゴスプランの承認 をえて,そ の写 しを ソ連
邦建設事 業国家建設委員会,ソ連 邦財務省そ して ソ連邦 中央統 計局に提 出す る。
企業 と組織は償却率が承認 され るまでの6ヵ 月間は この償却率 で減価償却控 除
を計算す る(20条1項)。また,ホ テルの設備 と備品については特別の償却率で
償 却す る(20条2項)。さらに,航 空機,ヘ リコプター,民 間航空機につ いては,
ソ連邦 ゴスプランお よび ソ連邦 財務 省 と共 同で ソ連邦 閣僚会議付属民間航空機
管理局に よって承認 され た償却率 によって償却 され る(20条3項)。よって,「一
覧表」 に表示 されてい る償 却率以外に も償却率が存在 してい ることにな る。
以上,「規程」 の総則 では,償 却資産 の範 囲,償 却率 「一覧表 」 の 特 徴,償
却 率の設定法,大 修 繕の概念,除 却損 の処理な どを規定 してい るのであ る。
U}「 規 程 」 は,(1)総 則,(豆)減 価 償 却 控 除 の 計 画,(正)減 価 償 却 の 算 定 と 固 定 フ ォ ン ドの 磨 滅
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された この 「規程」は1975年1月1日か ら採用 され る新減価償却控除率の設定 とともに部分改訂
がなされた。 しかしいま改訂以前の 「規程」を検討す る理由はつ ぎの点にあ る。一つは,改 訂 さ
れた とはいえ,「規程」は1963年から最近 の1974年末まで効力を発揮 していたか らであ り,二つ
は,1975年の新償却率設定をめ ぐっての減価 償却制度の改善についての論 議はこの 「規程 」を土
台にして展開 されたか らであ り,三 つは,「 規程」の入手が最近 のことであ った,と い う理由で
ある。
{2}CllpaBogHuK6yxranTeparocyAapcTBeHHo藍ToproBnn.1969.cTp.425～428.
(3)「一覧表」につい ては,拙 著 『ソビエ ト減価償却論争』(1968年)の付録を参照されたい。
〈4)9KoHoMHqecKa只9HUHK刀one丑H9.πpoMbl皿皿eHHocT PtcTpoHTenbcTBo.(1).1962.cTp.69.
(B)減 価償却控除の計画 化(1,
ソビエ トにおいては,次 期 の計画年度 の経営 活動 計画に対応 してあ らか じめ
減価償却控 除が計画 され る。そ こで,こ の減価償却控 除の計画 化を 「規程」 に
そ ってみてみ よ う。
次年度 の減価償却控除 を計画す るためには,基 礎資料 として,(1)次年度 初期
における固定 フ ォン ドの在高,② 固定 フ ォン ドの導 入の見通 し計画 と年度計画
お よび前年度 の報告資料,(3)固定 フ ォン ドの除却の予定資料が必要 とな る(21
条)。企業 と組織 のバ ランスに計上 され てい るすべ ての種類 の固定資産 の 計 画
減価償却控除額 は固定資産 のすべ ての種類につ いて直 接計算 され るが(22条),
その内容はつ ぎの よ うにな る。
まず,計 画年度初期に現存の 固定 フ ォン ドを所与 の償却率の種類 ・グループ
別に分類 しそ の価額 を決定す る。
ついで,計 画年度 内に導 入す る固定 フ ォン ドお よび他企業 ・組織 に移転す る
固定 フォン ドまた除却す る固定 フ ォン ドにつ いての年平均価額 を種類 ・グルー
プ別 にそれぞれ決定す る(23条)。この場合,計 画年度 中に導 入 され る固定 フォ
ン ドの価額 は,導 入が 国家計画 に よる時 は,そ の中央集中的投 資額 に よって.
導入が企業 ・組 織の意思 に よる時 は,そ の非中央集中的投 資額 に よって,そ れ
ぞれ算定 され る。 また,他 企業 ・組織か ら固定 フ ォン ドを受 入れ た場 合は,そ
の受入れ額 に よって固定 フ ォン ドの価額 を決定す る(24条)。そ して,こ れ らの
固定 フ ォン ドの価額 を12で割 りその商を計画年度 内に導 入 され る固定 フ ォン ド
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の導 入時か ら年度 末 までの月数 で乗 ずる ことによって,導 入 され る固定 フォン
ドの年平均価 額が算定 され る(25条)。一 方,老 朽 と磨滅のために除却 され る固
定 フ ォン ドの価額 は,計 画年度 内の除却予定資料 と前年度 内に実際に除却 した
固定 フ ォン ドの報 告資料を もとにして算定 され るが(26条),その除却固定 フ ォ
ン ドの年 平均価額は,除 却 固定 フォン ド価額 を12で割 りその商を除却時か ら年
度末 までの月数で乗 ず ることに よって算定す る(27条)。
そ して,計 画年度初期におけ る固定 フ ォン ドの価額 と除却 固定 フ ォン ドの年
平均価額 を差 引いた計画年度内の導 入固定 フ ォン ドの年平均価額 を も と に し
て,計 画年度 内の種類 ・グル ープ別の固定 フォン ドの年平均価額を 計 算 す る
(28条)。この固定 フ ォツ ドの年 平均価額に対 して所与 の更新用償却率 と大修繕
用償却率をそれぞれ乗 ず ることに よって計画年度内の更新用 と大修繕用 のそれ
ぞれ の償却控除額が決定 され るこ とにな る。 この時,す でに指摘 した よ うに,
適切 な修正係数 で償却率は修正 され るr(29条)。
ここで減価償却控 除の計画 化の一 例をあげてお こ う。い ま,木 綿工場で利
用 され,「一 覧表」(第1表参照)で43300の整理番号がつい ている資産を 例 に
して,1963年計画年度 におけ る減価 償却控除 の計画 化をみ るとつ ぎのよ うに
な る{2)。
計画 年度1月1日 現在 の当該資産 の価額が8,540,000ルーブルで あ り,計
画年 度内の新資産 の導 入 と受 入れお よび他企業 への譲渡 と除却はつ ぎの よ う
にな ってい る とす る。
導入 ・受入れ 譲 渡 ・除却
3月10日120,000ルー ブル3月1日6,000ル ー ブル
6月1日'46,000ルー プル'5月10日14,000ル ー ブル
8月20日21,000ルー ブル12月15日40,000ル ー ブル
資 産 の 年 平 均 価 額 は つ ぎ の 公 式 で 計 算 され る 。
q・・-C・+〔(C'M')+{C2砥};'''"◆+(⑭〕一〔(醐)+㌃ ●●+(C'・M'・)〕









木 綿工 業 の機 械 と設 備
紡績 生産 用 ③ ・… …・…… ・…
糸撚 り製 糸生産 用 ・・…… ・…
織 物 生産 用 ⑧・・… …… … …'
仕上 げ 生産 用 ・・… … … …・…
絹 製 工業 の機 械 と設 備
糸撚 り生産 用 ・… … …… … ・・
織物 生 産 用 ・巾… … …… ・… ・
着 色 ・仕 上げ 生産 用 … … …
亜 麻 工 業 の機 械 と設 備
刷 硫生 産 用 …・… ・… … …… ・
紡 績 生産 用④ … …… … … …
糸撚 り生 産 用・…… … ・… …・
織 物 生産 用 … ・…・… … … ・'・・
仕 上 げ生 産用 ・…… … …・・…
毛 織物 工 業 の機 械 と設 備
紡績 生 産用 ・…・… … ・… ・… ・・
織物 生 産用 … ・… …… … …・・
仕上 げ 生産 用 … ・…… ・…・…
敷物 生 産 用 …… ・… ・… …・…

















































































① バ ランス価額は1960年1月1日に実施された再評価の資料による固定 フォン ドの価額をい う。
1960年1月1日以後に導入された フォン ド9ことっては,取 得価額がバランス価額 となる。
② 減価償却控除率は,-3交替の作業方式をもとに して決定されている。大修繕用減価償 却 控 除 率
は,1交 替作業のもとでは0.6以下の修正係数で,2交 替作業のもとでは0.8以下の修正係数でそれ
ぞれ修正される。1.4までの機械 と設備の作業の交替係数をもつ企業 では1交 替方式のための 修 正
係数が,1.4から2.4までの交替係数のもとでは2交 替方式のための修正係数が,2・4以上の交 替 係
数のもとでは3交 替方式のた めの修正係数がそれぞれ採用 される。
③ 輸入した綿紡績機にとっては,大 修繕用減価償却控除率は1.3の係数で修正 され る。機械式の綿
織物機に とっては,大 修繕用減価償却控除率は1.5の係数で修正され る。
④ 水気のあ る紡績設備のためには,大 修繕用減価 償却控除率はL5の係数で修正 される。
(出所)n.P.ΦHnHnnoB,HoBbieHopMら!aMopTH3aqHH.1963.npoAon)KeHHe.cTp.211～213.
H.r.HoΦe,OcHoBHbreΦoHA61TeKcTHnbHotinpeMHLuaeHHocTHnHxHcnonb30BaHne・
1963.cTp.37.拙著 『ソビエ ト減価償却論争』(1968年)付録41～42ペー ジ より作成。
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Cn……受 入れ資 産 の価額,M,,M2,… …,Mn…
受 入れ 時 か ら年 度末 まで の月数,C'!,……,C'.
… …除 却 資 産 の価 額 ,M1,… …,M'。… … 除却
時から年度末までの月数
年度末における資産の価額(Cのはつぎの公
式 で計 算 され る。Ck=CH+Σc一 Σc'






当該資産 の交替作業係数 を2.3とす る。 こ の
場 合,「一覧表」 の脚注か らわかる ように,大
修繕用償却率はO.8の修正係数で修 正されるこ
とになる。そ こで,大修繕用償却率 は 「一覧表」
に記載 されてい る所与 の3.8ではな く3.04と修
正 され る。 更新用償却率は 所与 の5.0をとる。
そ こで,第2表 の よ うに して計画減価償却控除
額が計算 され る。
減価償却控除の計画化についての基準は以上の
よ うであ る。なお,企 業 と組織が計画 した減価償
却控除が もし固定 フォン ドの組成 と在高 と一致 し
ていない場合,ソ連邦と加盟共和国のそれぞれの
ソフナ ル ホ ーズ,省,官 庁,ま た,地 方勤 労 者 代
表ソビエ ト執行委員会はその計算の変更を提起す
る こ とに な る(30条)。











































































































































































































1国民 経 済 全 体 を 単 位 とし て,国 民 経 済 計 画 の一 環 とし て減 価 償 却 控 除 が計 画 さ
れ る場 合 が あ る。 この場 合,減 価 償 却 控 除計 画 化 の 計 算 の 一 要 素 とな る償 却 率
は,固 定 フ ォン ドの 差 別 償 却 率 を基 礎 とし て算 定 さ れ る,「 拡 大 率 」 《YKPYII-
HeHHbleHOPMbl》,「部 門 平均 率 」 《cpenHeoTPacneBbleHoPMbl》,「総(平 均)率 」
一く06iilMe(cpellHHe)HOPMbl》と呼 ばれ る,企 業 平 均t.部門平 均,国 民 経済 平均 の
それ ぞ れ の平 均 償 却 率 が 採 用 され るの で あ る{%こ の点 につ い て は 「規 程 」 は






(C)減価償却 の算定 と固定 フ ォン ドの磨滅 の計算ω
減価償却会計 の主要 な内容は,減 価償却 の算定 と固定 フ ォン ドの磨滅 の計算
で ある。 この問題を 「規程」 は どの ように規 定 してい るかを,ま ず,減 価償却
の 算定 内容か らみてい こ う。
まず,企 業 と組織 の固定 資産 のバ ランス価 額(取 得価額または再評価時点 の再
調達価額)は,所 与 の償却率 で減 価償却控 除され る ことに よって生 産 費 と流通
費で支弁 され る(31条)と「規程」は規定し,減 価償却控除は,固 定 フ ォン ド
の種類 ・グループ別 のバ ランス価額 に対す る百分率 で 「一覧表」で表示 され て
いる所与 の償却率を もとに して毎月算定す る(32条)とい う定額法 が 明記 され
て い る。 ただ し例外が あ る。
例外 の内容はつ ぎの三つ であ り,一 種 の産高比例法が採用 されてい る。
(1)自動 車(特殊自動車を除 く)の車輔の大修 繕用償却計算 は,自 動車の実際
の走 行距離1,000キロメー トルあた りの車輔価額に対す る百分率でなさ れ る
(32条1項)。(2)電車 と トロリーバスの減価償却計算は走行距離10,000キロ メ
・一トルあた りの車輔価額に対す る百分率 でなされ る(32条2項)。(3)耐用命数
が鉱物 の貯蔵量に依存す る鉱業の固定 フ ォン ドの更新用 償却計算 は鉱物 の実
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際採取量を もとに してなされ る(32条3項)。
ところで,償 却資産 は新 たに導 入 された り,ま た,除 却 された りす る。そ こ
で この場合,新 たに導 入され た固定 フォン ドの減価償却計算 は,受 入れた月の
次の月の第1日 か ら開始 され,除 却 され た固定 フ ォン ドのそれ は除却 した月 の
次の月の第1目 か ら中止 され る(33条)。算定 された減価償却控除額 は,産 出 さ
れた生産物,遂 行 され た活動あ るいは提供 したサー ビスの原価に毎月算 入 され
るが,季 節生産に おいては,そ れ は企業 活動の年間生産費に含め る(34条)。毎
月計算 され る更新用 と大修繕用 の減価償却控 除額 は,先 月に計算 された減価償
却額を基礎 とし,先 月間に受入れ と除却に よってお きた 固定 フォン ドの構成上
の変化を考慮 して決定す る(35・36条)。
減価償却計算の期 間につい ては ソビエ トでは しば しば論議の対 象となってい1
る問題 であるが,「規程」は,更 新用減価償却 も大修繕用減価償却 も,固 定 フ'
を じ
オン ドの実際 の耐用期間にわた って計算す る(37条)と規定 した。 したが って,
「一覧表」 で規定 され た耐用期 間がた とえ経過 して も,実 際に固定 フ ォン ドが
利用 されてお り除却 され ないならば,減 価償却は継続 して計算 され ることにな
る。ただ し,石 油 ・天然 ガスの井戸 の更新用 減価償却は,そ の実際の耐用期間
に関係 な く15年間にわ た って所与 の償却率で計算 され,大 修繕用減価償却 は全
耐用期間にわた って計 算 され るのである(37条)。
さ らに,「規程」は固定 フ ォン ドが修繕中 または作業停止 中である場合 も 減
価償却計算 は中断され る ことはない と規定 してい る(38条)。ただ し,ソ 連邦 閣
僚会議,加 盟 ・自治共和 国の閣僚会議 および州(地 方)執 行委 員会 の決定 に よ
って固定 フ ォン ドを作 業停止 させ た場合には,そ の固定 フォン ドの減価償却計
算は中止 され るのである(38条)。
以上が減価償却の算定のための主要 な基準であ る。
主要な基 準の外 に,つ ぎの迫 加事項があ る。 それ はつ ぎの三 つの事項 であ
る。
{1}鉱業に おけ る生産 的固定 フ ォン ドの減価償却のためには,当 該 「規程」
のほかに別の関連規程が制定 され ること(39条)。〔2贋借 に出してい る固定 プ
く489)ソ ビエトにおける減価償却の規程と会計処理について189
オン ドについては,減 価償却控 除は賃借人に よって なされ(40条),賃借契約
期間 内にお きた賃借 固定 フォン ドへ の資本支 出費は所与 の償却 率に よって賃
借 期 間内に賃借人に よって毎月償却 され ること(41条)。(3)大修繕 と同時に実
施 され 大修繕用減価償却控除に よって支 弁 され る設備 とその他 の固定 フォン
ドの近代化 の費用 は,固 定 フォン ドの取得価額 を増 加させ ない こ と(42条)
で あ る。
つ ぎに,固 定 フォン ドの磨滅の計 算についての 「規程」 の内容 をみ よう、。
当然の ことなが ら,個 々の固定 フォン ドの磨滅額を計算す るには固定 フ ォン
ドの取得価額 と償却率についての資料 を まず必要 とす る(43条)。計算 された減
価 償却額は定款基金を減 少させて固定 フォソ ドの磨滅勘定 に簿記上 反 映 さ せ
る。その さい,実 施 された大修繕 費額 だけ固定 フォン ドの磨滅額を 減 少 さ せ
る。 このため,固 定 フォン ドの磨滅 の計算は固定 フ ォン ドの更新用部分の減価
償 却額 と固定 フォン ドの大修繕用部分 の減価償 却額をそれぞれ別 々に算定す る
ことに なる。なお,住 宅についての磨滅額 は,た とえその償却計算が大修繕の
み しか なされな くとも,更 新用率 と大修繕用 率を もとにして簿記 で 把 握 す る
(44条)。以上が固定 フ ォン ドの磨滅 の計算 のための基準であ る(2)。
{1}CnpaBoqHHK6yxraflTeparocyAapcTBeRHothToproBnH.1969.cTp.429～431.
《2}減 価 償 却 の 算 定 と 固 定 フ ォン ドの 磨 滅 の 計 算 の た め の基 準 に 従 っ て の 個 々 の企 業 に お け る会 計
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設 の財源 のために中央集中的 に利用 され る{2}。
この ことを前 提 として,「規程」は固定 フォン ドの更新用減価償却控 除 を企
業 と組織に よって ソ連邦 ス トロイバ ン クあるいは ソ連邦 ゴスバソ クに納入す る
(46条)としている。 この場合,国 家計画 にそ った投資財源 のために利 用 され
る減価償 却控除は ソ連 邦ス トロイバ ン クあ るいは ソ連邦 ゴスバソ クの地方機 関
に払込 み,ま た,他 企業;ソ フナルホ ーズ,省,総 管理局,コ ソ ピナー ト,ト
ラス.卜,勤労者代表 ソビエ ト執行委員会管理部 の経済組織 への投資財源 のため
に利用 され る減価償却 控除は上級機関に払込 むのである(47条)。
企業 と組織は銀行 へ減価償却控除 を毎月納入す る(48条)。適時 に納 入 され な
か った場 合には,「建設融資規程」 の規定に よって徴収 さ れ る(49条)。実際額
と異 なって銀行へ過剰に減価償却控除を納 入した時には当面の納 入に さい して
年度内で調整され 年度額と異なって過剰弓減価償却控除を納入した時には次
年度 の納 入に さいして調整 され,必 要 な場合 には企業 と組織に返還され る(50,
条)。
(2)大修繕用減 価償却控 除の利用
更新用減価償却控除 と異なって,大 修繕用減価償却控除は個 々の企業 と組織
の管掌 の もとにおかれ,固 定 フ ォン ドの大修繕の財源 のために利用 され る(3}。
そ こで,「規程」は大修繕の財源 となる減価償却控除は一一定の 目的を もった基
金 であ り,企 業 と組織 の管轄下におかれ る(51条)と規定 し,そ れは ソ連 邦 ゴ
スバ ソ クあ るいは ソ連邦 ス トロイバン クの決済(当 座)勘 定に払込 まれ る とす
る(52条)。さらに,ホ ズ ラスチ ョ三 ト制の企業 と組織 は,大 修繕用減価償却控
除 と大修繕財源 のために利用 され るその他 の資金を蓄 積す るために,大 修 繕特
別 勘定を銀行 に開設す る(53条)。この大修繕特別勘定は蓄積 され る資金が5,000,
ル ーブル以上 であ る場合(た だし住宅経営にとっては1,000ループル以上)の みに開・
設 され る(54条)。そして,大 修繕財源のための計画減価償却額は決済勘定か ら
大修繕特別勘定へ 月2回(15日と30日)振替 えられ る。 しかし,そ の額が1ヵ 月
平 均1,000ループル以下 の場合には振替えは月1回 と な る(55条)。大修繕特別
勘定の記帳は企 業 と組織 の簿記報告書に もとついて銀行 によって点検 され(56
(491)ソ ビエトにおける減価償却の規程と会計処理について191
条),過不足額が調整 され ることにな る(57条)。
以上の手続 に従 って銀行に積立て られた大修繕用資金は,企 業 と組織 の大修
繕計 画 または個 々の修繕客体 の見積 り・技術文書に従 って支 出され(58条),基
本建設の関連費用 な どにふ りむ ける ことはで きない(5g条)。
ところで,大 修繕年度計画 は 「計画予定修繕 に関 す る規程」 《finp》にそ く
して貨幣指標 と物量 指標 で企業 と組織に よって作成 され(60条),年度大修繕 規
模 とその財源は所轄の上級機 関に よって承認を うけ る(61条)。その さい,請 負
の方法に よらず企業 自身 に よって大修繕を実施す る場合 には,固 定 フ ォン ドの
大修繕価額を引下げ るための課題が 明確に され る。 また,固 定 フォン ドの個 々
の客体一 建物,構 築物,機 械,設 備な ど一 につ いての大修繕 の年度計 画 と
四半期計画は企業 と組織 の指導者 に よって認 め られ るが,一 客体100,000ルー
ブル以上 の見積 り修繕価額を もつ客体 を大修繕計画に含め ることは上級機 関の
許可 を必要 とす るのであ る(61条)。
い うまで もな く,大 修繕 計画 でしめされた諸費用は大修 繕用減 価償却 控除に
よって支弁 され るのであ る(62条)。
支 弁され る費用はつ ぎの ような費用であ る。(1)修繕設備 の分解 と組 立の費
用,固 定 フォン ドの大修繕実施費用。②大修繕の政 策 の計画 ・見積 り費お よ
び調査 活動費。(3)建物 と構 築物 の磨損 した構造部分の取 替 え費用,機 械 ・設
備 の磨損部品 と組部品 の取替え費用,大 修繕 と同時に遂行 され る設備 の近代
化の費用(12・13・14条参照)。(4}レール取替 え費用,砕 石 を線路に ま く費用,
木の枕木 を鉄 の枕木に取替 える費用,つ ぎめなしの線路設置費用,流 水 ・地
すべ り ・地崩れか ら路盤を強化す る費用,磨 滅 した橋 の径間構造物の取替え
費用,ト ンネルの天井や周囲を取替え る費用,ト ンネルの配水 と換 気の取替
え費用。(5)船舶 の機械装置,設 備な どの取得費用。(6船舶維持費,修 繕中の
船 舶の管理費,船 舶 の ドック費,デ ッキの機械装置 ・発動機 ・ボイラー ・プ
ロペ ラシ ャフ トな どの修繕費。
地方勤 労者代議 員 ソビエ トの大修 繕用資金は 中央集 中的方法で利 用 さ れ る
が、地 方勤労者代議員 ソビエ トの住宅経営 の大修繕につ いては,一 定 の大修繕
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用減価償却控除 の範 囲でそ の収入が住宅 の大修繕費用を支弁で きな い 場 合 に
は,そ の不足額は空屋の家賃を差引いて地方予算 の資金で中央集中的方法で補
償 す る(63条)。
企業 と組織は,大 修繕の実施にさ きが けて,大 修 繕に関す る見 積 り ・技 術文
書 を銀行 に提 出し(64条),それ の加盟共和国 閣僚会議 の特別 決議 に よってその
採用が許 され る(65条)。ただ し,一 客 体10,000ルーブル以下 の建物 と構 築物 の
大修 繕の見 積 りはなされない。
企業 自身に よって大修繕 を実施 す る以外 に,請 負人 によって大修 繕が実施 さ
れ る場合が ある。 この請負的方法の もとでは,建 物 と構築物の大修繕は,発 注
人 と請 負人 との契約 に よって なされ(66条),請負人へ の支払は大修繕業務の受
付事実 に もとつ いて発注人に よって銀行 か らなされ る(67条)。また,設 備 と運




















ソ連邦 と加盟共和国 の ソフナルホーズ,省 お よび官庁は,所 属 の企業 ・組織
に対 して計画 金融決済規程 に従 って大修繕減価償却控除 の利用 を監査 して,現
存する欠点を取除 く政策を適用 す る(76条)。また,ソ 連 邦 ゴスパ ンクとソ連邦
ス トロイバ ンクの施設 も,大 修繕用減価償却控除が 目的にあ った支 出が なされ
ているか ど うかを管理 するのであ る(77条)。
以上が減価償却控除 の利用につい ての基準 であ る。
ωCnpaBogHHK6yxranTeparocyAapcTBeHHoBtoproBall.1969.cTp.431～435・
{2)feだし,1965年以 降 に 「新 経 済 制 度 に 移 行 し た 企 業 と組 織 に お い て`瓦 更 新 用 滅 価 償 却 控 除 の




(3}ただし,19δ5年以降に 「新経済制度」に移行した企 業と組織においては,大 修繕用減価償却控
除は,固 定ラ ォン ドの大修繕¢)ために利用される以外に,固 定 フォソ ドの更新のためにも利用で
きるよ うVこなった(noApe瓦aK貝He目11poΦeccopaB.B.JlanTeBa,TaM》Ke,cTp.34.)。
〔皿〕 減価償却規程の問題点
以上,1962年4月3日に認可 され1963年1月1日か ら採用 された 「国民経済
に おけ る減価償却控 除の計画化,算 定 お よび利用の方 法に関す る規程」を考察
したが,こ こで若干の問題点 を指摘 してお きたい。
この 「規程」 は,ソ ビエ トにおけ る1955年か ら約8年 間にわた る減価償却 の
理論 と制度 につ いての大論争 の成 果に もとつ いて制定 された ものであ る。 よっ
て,「規程」には大論争の成 果が反映 されてい る。 とはいえ,減 価償却計 算 の
基礎価額 としての 固定 フ ォン ドの価額は,取 得価額 であるかあ るいは再調達価
額 であるか,と い う重要 な問題は論争過程 で諸論者の完全な意見 の一致 をみな
か ったω。 このた め,「規程」 では,固 定 フ ォン ドの償却計算の基 礎価額 をバラ
ンス価額 とい う用語 で表示 し,実 践では,こ のバ ランス価額 は,再 評価後には
再調達価額を さし,再 評価 前には取得価額 を さす ことにな っているのであ る。
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この ように,「規程」には,理 論的決着をみ てい ない問題 につい ては妥協 し た
規定がな されてい ることは留意 しなければな らない。
「規程」が認可採用 され たのち,1965年9月の党決定 に よ りソビ エ トで は
「新経済制 度」が導 入された。 このため,「規程」は,更 新 用減価償却控除は全
社会の手に管掌 され ることを規定し,ま た,個 々の企業 と組織 の管掌 の もとに
おかれ る大修繕用減価償却控除 の使途 の厳 しい制 約を規定 していた の に 対 し
て,「新経 済制度」 の もとでは,更 新 用減価償却控除の一 部を個 々の企業 へ の
留保 と,大 修繕用減価 償却控除 の使 途の緩和が認め られ るよ うにな った。そ こ
で,1965年以降 に 「新経済制度」 へ移行 した企業 と組織 の経営活動 と1962年認
可の 「規程」 の項 目の一蔀 とは抵触 す ることとなった ことは注意 しておかね ば
ならない。
なおまた,「規程」 では,固 定資産 の除却損の処理法,減 価償却計算 期 間,
ノ
磨滅の計算法 な どの諸問題 は一応 の規定が なきれて いるが,こ れ らの諸問題 も
ソビエ トで はつね に論議 の対 象 とな ってい ることを指摘 してお きたい。
ω この問題は現在においても未解決となっている。この点について,ア ラケ リャン,バ アロティ
ロフ,カ ン トール,パ ブロフはつ ぎの ようにいっている。「減価 償却控除は,固 定フ ォン ドの 取




すでにみ てきた 「規程」に従 って.個 々の社会主義企 業は減価償却計算 を実
施す る。 そ こでつ ぎに,い ま国営工業企業 を例に とって企業 レベルにおいて ど
のよ うな会計処理 で減価償却計算 をお こな うかを考察 しよ う。
まず,固 定資産 を取得 した場合,そ の取得価額が 「固定資産(フ ォン ド)」勘
定 に借記 され,「定款基 金」 勘定に貸記 され る。 ついで,固 定資産 の減価 償 却
控除 と磨滅 の会計処理はつ ぎの よ うになるω。
「規程」 で指摘 され てい るよ うに,新 たに受入れた固定資産は受入れ月の次





































入れた客体の合計 × × 22,060 +785+1,2047,816十609
気 吸 塵 器 5.7 8.3 682 一39-57
一 タ ー ・ ポ ン プ 4.3 5.5 729 一31-40
達 装 置 8.6 τ4 5,135 一442-380 5,135 一821






































1日か ら償却計算 され な くなる。減価償却は 稼 働 現 場(職 場)別 に,ま た,同
一償却率を もつ固定資産の グループ別 に計算 され る。減価償却控 除額は,先 月
に計算 された減価償却額 を もとにして,そ の間にお きた固定資産 の構成上 の変
化に応 じた修正を くわ えながら,毎 月決定 され る。 こ うした計 算は 「固定資産
の減価償却計算表」に よってなされ る。第3表 は紡績工場 におけ る減価償却計
算の一例 であ る。
この表で算定 された減価償却控除額は,「減価償却基金」勘定に貸記 さ れ,
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個 定 資 産 の稼 働 現 場 と生産 の特 質 に応 じて 「設 備 の維 持 ・稼 働 費 」(基 本生産の
固 定資産 の減価償却額の記帳),「補 助生 産 」,「一 般職 場 費 」,「一 般工 場 費」 な ど
の 諸 勘 定 に借 記 され る。 た とえば つ ぎの よ うに な る。
(借方)(貸 方)










「更新 用 部 分 の磨 滅」… …33,420ルe-・一プル
「大 修 繕 用部 分 の 磨滅 」…20,582ルPtプル
　
大修繕にむけられる減価償却控除は,固定資産の近代化や磨損した部品,組
部 品 の取 替 えの た め に支 出 され る。 この控 除 資 金 は 特 別 勘 定 で 銀行 に 積 立 て ら





大 修 繕 用 減 価 償 却 控 除 の一 部(10%)は,大 修 繕 資金 が 不 足 して い る 他 企 業
三を援 助 す る た め の予 備 基 金 を つ くるた め に,上 級 機 関 に 引渡 す 。 この 場 合 の記










「新経済制度」 に移行 した工業企業は,更 新用減価償却控除の一部(た とえば






生産 発展基金 の形成 にむけ られ る減価償却控除は特別勘定 で銀行に積立て ら
れ る。 この場合,減 価償却控除金額は,「決済勘定」 に貸記 され,「投資資金の
銀行勘定」に借記 され る。
企業 は固定資産 の更新(基 本建設)に むけ られ る減価償却控除 を銀行 へ 払 込





つ ぎに,固 定資産 の大修繕 の会計 処理 をみ よ う{2}。
い ま,実 施 をみた大修繕 の費用が17,397ルーブルであ るとす ると,そ の記帳
はつ ぎの よ うにな る。
(借方)(貸 方)
「大修繕」……17,397ループル 「補助生産」……17,397ルーブル
ついで,実 施をみた大修 繕の費用だけ企業の管轄下 にある大修繕用減価償却





そ して,実 施 をみた大修繕 の費用だけ修繕 され た固定資産 の磨滅は減少 し定
款基金は増大す る。その記帳はつ ぎの ようになる。
(借方)(貸 方)
「固定資産の磨滅」 「定款基金」……17,397ループル
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(サブ勘定)
「大修繕用部分の磨滅」……17,397ルーブル
最後に,固 定資産 の除却 の会計処理 をみ よう(3}。
い ま,除却固定資産の取得価額が8,089ルーブル,除却 固定資産の磨滅 累計額
が6,515ルーブル,除 却費が97ルー プル,除 却固定資産か ら得 た部品価額が166
ルーブル,同 じ く材料 価額が1,161ルーブル,除 却損が344ルー ブルであ るとす









・除 却 費 の 記 帳
(借方)
「定款基金」……97ルー ブル











「労働者 ・勤務員 との決済」…93ルー プル
「社会保険に関す る決済」……4ルーブル
(貸方)
「定款 基 金」… …1,327ルー ブル
なお,部 品 と材料 の価額 と除却費 との差額は,「新経済制度」へ移行 し た 工
業 企業 では生産発展基金へ振替えられ,「定款基金」勘定へ借記 され,「生産発




以上が国営工業企業 におけ る固定 資産の減価償却の会計 処理 であ る。
(499)ソ ビエトにおける減価償却の規程と会計処理について199
なお,国 営商業においては,流 通費の一要素 としての減価償却控除が計 算 さ
れ るが,そ の会計処理はほぼ国営工業 企業の場合 と伺 様 であ るω。
また,農 業企業において も,国 民経済 の他の部門 と同様 に減価償却控 除がな
され る。 ソフホ ーズ もコルホーズ も,「ソ連邦国民経済の固定 ブォソ ドの 減 価
償 却控除率」一覧表を減価償 却計算に さいして採用す る⑤。月次別 に算 定 され
た減価償却控除額は,ソ フホーズにおいては 「減価償却基金」 勘定,コ ルホー
ズにおいては 「投資資金 と大修繕」勘定 にそれ ぞれ貸記 さ れ,「生産費」 勘定
に借記 され る。同時 に,減 価償却控除額は,ソ フホーズにおいては「定款基金」
勘 定,コ ルホーズにおいては 「不分割基金」 勘定にそれぞれ借記 さ れ.「固定
資産の磨滅」勘定に貸記 され る。 ソフホーズにおいては,工 業企業 と同様 に,
住宅 の減価償却は大修繕用控除 のみなされ,住 宅 の磨滅は更新用率 と大修繕用
率 に よってそれぞれ計算 され る。 しか し,コ ルホーズにおいては,住 宅 の減価
償却 もその磨滅 も更新用率 と大修繕用率に よって計算 され るのである。国営企
業 と異なって,コ ルホーズにおいては,更 新用 と大修繕用の減価償却額 は投資
と大修繕 のために利用 され る他の資金(利潤控除,畜産の売上金など)とともに,
一つ の勘定 で銀行 に保管 され る。 コルホーズが銀行へ減価償却額 を振込 んだ場





{4)こ の 点 に つ い て は,さ し あ た っ てB.A・HoBaκ,CM.ΦHHκ 助b,K.T.1皿ecTaKoB,Oc}loBロ





〔V〕 お わ り に
以上,1963年か ら1974年末 まで ソビエ ト国民経済で採用 されていた減価償却
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の規 程 と個 々の社 会 主義 企 業 に お け る減 価 償 却 の 会計 手 続 を み て きた。
と ころ で,1968年9月30目に ソ連 邦 閣 僚 会 議 は,現 行 の減 価 償 却 控 除率 を一
層 正 確 化 す るた め の決 議 を お こな った。 この要 請 を うけ て,ソ ビエ トで は 固定
フ ォン ドの 統 一再 評 価 の準 備 と新償 却率 の設 定 に む け て の論 議が 開 始 さ れ,
1972年1月1日 に は統 一 再 評 価 が 実施 され,1975年1月1日 か ら採 用 の新減 価
償 却 率 が 設 定 され たm。 これ と同 時 に,固 定 資産 の会 計 処理 の一部 変 更 な ど と
と もに,1975年1月1日 か ら適 用 され る新 しい 「国民 経 済 に お け る減 価 償 却 控
除 の計 画 化,算 定 お よび利 用 の方 法 に 関 す る規程 」 が制 定 され る こ とに な った
の で あ る(2}。
(1}拙稿 「ソビエ トにおける資産再評価について」本誌第58巻5号,拙稿 「ソビエ トにおける新減
価償却率について」本誌第59巻1・2号参照。L
(2}nepeAoBaH-CoBepmeHcTBoBaTb6yxranTepeKutt.yqeTocHoBHNxΦoHAoB.《ByxranTep・
CK吻 ・eT》1974・No・6.・TP・4・ ㌦.
